
国家公務員共済組合連合会　旧令長期経理
民間企業仮定貸借対照表

平成26年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 311,585,825
未収金 8,790,209

貸倒引当金 △ 7,091,757 1,698,452
　流動資産合計 313,284,277

Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

器具備品 19,857,353
減価償却累計額 △ 18,563,441 1,293,912

有形固定資産合計 1,293,912
　固定資産合計 1,293,912

Ⅲ　投資その他の資産
長期未収金 7,918,032

貸倒引当金 △ 7,918,032 0
　投資その他の資産合計 0

　　　　　　資産合計 314,578,189
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 326,379,203
未払費用 1,636,212
預り金 1,103,446
引当金

賞与引当金 6,239,469 6,239,469
　流動負債合計 335,358,330

Ⅱ　固定負債
引当金

退職給付引当金 204,470,757 204,470,757
資産見返補助金 1,293,912

　固定負債合計 205,764,669
　　　　　　負債合計 541,122,999
（純資産の部）
Ⅰ　欠損金

繰越欠損金 △ 232,226,707
当期利益金 5,681,897 △ 226,544,810
　欠損金合計 △ 226,544,810

　　　　　　純資産合計 △ 226,544,810
　　　　　　負債純資産合計 314,578,189

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　旧令長期経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日 （単位：円）

経常収益

交付金収入 2,478,173,841

資産見返補助金戻入 726,998

貸倒引当金戻入 1,503,103

　経常収益合計 2,480,403,942

経常費用

遺族給付 522,040,827

公務災害給付 671,215,692

ガス障害給付 944,797,406

退職給付 7,648,843

障害給付 1,248,000

ガス対策費 133,179,147

一般管理費

一般管理費 163,634,020

賞与引当金繰入 6,239,469

退職給付費用 23,991,643

減価償却費 721,064

一般管理費合計 194,586,196

　経常費用合計 2,474,716,111

経常利益 5,687,831

特別損失

固定資産除却損 5,934

　特別損失合計 5,934

当期利益金 5,681,897

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　旧令長期経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 5,681,897

減価償却費 721,064

貸倒引当金の増減額 △ 1,503,103

賞与引当金の増減額 △ 3,241,102

退職給付引当金の増減額 △ 525,557

資産見返補助金の増減額 △ 303,627

固定資産除却損 5,934

未収金の増減額 1,248,051

未払金の増減額 △ 52,419,079

未払費用の増減額 △ 614,859

その他 279,733

小計 △ 50,670,648

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 50,670,648

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 423,371

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 423,371

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 51,094,019

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 362,679,844

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 311,585,825

科目



重要な会計方針等 旧令長期経理

１．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定額法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

の規定する方法と同一の基準によっております。 

２．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

見積額を、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）の支出に充てるため、支

給見込額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる金額を計上してお

ります。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各事業年度の発生時の職員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（9年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生した事業年度より費用処理しております。 

退職給付引当金に関する事項は以下の通りであります。 

a） 採用している退職給付制度の概要 

当連合会は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 



b） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付債務の期首残高 264,610,311円 

 勤務費用 8,799,869円 

  利息費用                  3,494,068円 

    数理計算上の差異の発生額         13,964,894円 

  退職給付の支払額            △24,517,200円 

    過去勤務費用の発生額          △31,672,477円 

 退職給付債務の期末残高    234,679,465 円 

 

c） 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整額 

 非積立型制度の退職給付債務 234,679,465円 

  未積立退職給付債務 234,679,465円  

  未認識数理計算上の差異 △58,303,791円 

 未認識過去勤務費用 28,095,083円 

 貸借対照表に計上された負債 204,470,757円  

 

  退職給付引当金              204,470,757円 

    貸借対照表に計上された負債        204,470,757円 

 

d） 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 勤務費用 8,799,869円 

 利息費用 3,494,068円 

 数理計算上の差異の費用処理額    15,720,319円 

  過去勤務費用の費用処理額          △4,022,613円 

  確定給付制度に係る退職給付費用       23,991,643円 

 

e） 数理計算上の計算基礎に関する事項 

   当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

      割引率 1.5％ 

 

 

３．その他の重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。 

 

４．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については短期的な預金等に限定しております。 



 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 26 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。 

（単位：円） 

 民間企業仮定 

貸借対照表計上額 
時価 差額 

現金・預金 

未払金 

311,585,825 

(326,379,203) 

311,585,825 

 (326,379,203) 

－ 

－ 

（＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

現金・預金、及び未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 

５．資産除去債務関係 

（１）民間企業仮定貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 
当連合会は、国有財産につき、退去時における原状回復義務を有しているが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、退去・移転等の予定も

されていないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そ

のため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

６．キャッシュ・フロー計算書に関する事項 

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が３ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 現金・預金 ････････････････････････････ 311,585,825円 

      現金及び現金同等物 311,585,825円 

 

７．機会費用の計上基準 

（１）国有財産等の無償使用に係る機会費用の算出方法 

国有財産の貸付料算定基準に基づき算定しております。 



 

（２）その他  

 該当事項はありません。 

 

８．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象 

 該当事項はありません。 

 

９．重要な会計方針の変更 

該当事項はありません。 
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